
令和７年度　地域包括支援センターにおける取組事例集

１ 総合相談・支援業務

外国人が多い地域特性から、日本語学校との連携や、活動が盛んな地域の協議会に参画し、高齢者以外の分野とのつなが
りも重視している。

圏域の居宅介護支援事業所の情報（職員体制含め）を事業所ごとにまとめて管理している。また、民児協に毎月参加し、
そこで上がってくる情報を聞き取っており、社会福祉協議会青葉区宮城支部と連携して、適宜、情報共有を図っている。

町内会や自治会、民生委員児童委員などのリストだけでなく、地区におけるキーパーソンを把握し、連絡を取ることがで
きるようにリスト化している。
日頃より区障害者自立支援協議会に参加しているほか、圏域内の小学校との連携を密にしており、小学校の教室を借りて
サロン活動等も行っている。

認知症に関する相談に関しては、毎月の包括だよりでコラムを掲載するなど工夫。さらに圏域内の開業医・薬局等へ毎月
訪問し、包括だよりを手渡ししている。
虐待に関しては、各民児協定例会で事例発表や情報共有の重要性について啓発を行った結果、その場で虐待関連の相談が
見られるなど、相談への機運醸成に寄与している。

相談者に寄り添った対応を実施しており、また地域包括支援センターで対応可能な範囲の線引きもできている。圏域の特
性として、近隣同士の支えあいが強い反面、近隣住民に金銭を渡して支援してもらっている例もあり、外からの支援が入
りづらいケースがあり苦慮しているが、丁寧にモニタリングできている。

出前講座の実施・関係機関への設置型広報誌の設置・地域イベントへの参加等により、高齢世代・子世代等幅広い年代の
方に包括を周知している。

地域包括支援センターにおける住民・関係機関との連携強化を目的とした広報手法として、職員の顔写真と担当業務を掲
載した「包括紹介チラシ・地域資源マップ」を作成し、顔の見える関係づくりの推進や業務内容の明確化、地域包括支援
センターの機能の見える化に取り組んでいる。

２ 権利擁護業務

センター主催で成年後見に関する講座を実施している。また、ケース対応から成年後見制度が必要と思われる対象者に関
して、居宅に委託した後のケースにおいても制度の利用に向けて動いている。

地域の集まり（町内会、老人クラブ、認知症カフェ等）でチラシ等を活用して権利擁護のPRを実施している。
相談があった場合は区役所など関係機関との情報共有ができる体制である。圏域内の介護サービス事業者等から虐待疑い
の相談を受けたケースがあり、関係各所との情報共有ができていた。

銀行や郵便局等だけでなく、地域のコンビニエンスストアに週に1回野菜の直売車が来ており、そこに地域の高齢者が多く
集まるという状況を把握し、消費者被害防止のチラシを配布するなど、注意喚起を行っている。

居宅介護支援事業所を訪問し、成年後見制度の周知と併せてヒアリングを実施している。
地域の金融機関との関係が構築出来ており、権利擁護に関する相談が包括へ入るようなプロセスができている。

身寄りのない方で今後が心配という方に向けて、高齢者等終身サポート事業を活用している。他包括より事業者を紹介し
てもらい、任意後見制度だけでは賄えない部分を生前契約を行い補っている。例えば、➀身元保証②死後事務③日常生活
支援（病院の付き添いなども）。

近隣の3包括の住民が圏域を越えて行動することが多いため、3包括の社会福祉士が定期的に集まり、成年後見制度の周
知・活用について検討を行っている。
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３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

ケアマネジャーからのアンケートを基に何が求められているのかのニーズを把握した上で、今年度は認知症に関する勉強
会や、VRを利用した認知症の体験会や、行方不明になってしまう可能性がある認知症の人が持つことを想定したGPSに関す
る研修会、直接医師と少人数で対話がする研修会などを開催予定である。

総合相談において、医療機関からの要請時に訪問し、状態把握を行い地域の居宅介護支援事業所に繋いでいる。また、医
療機関から対象者について情報の提供があった際には、担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員が円滑に対象者の
支援を行えるよう医療情報の伝達等連携を図っている。併せて、介護支援専門員にケースが移行した後においても、その
後の経過について確認し状況把握に努め、必要に応じて後方支援を行える体制としている。

指定を受けている居宅介護支援事業所が担当するケースであっても、必要に応じて同行訪問を行い、初回アセスメントを
一緒に行うように努めている。委託できるところが少ないため、広域に32か所の事業所へ委託している。

昨年度は近隣包括との共催であるケアマネカフェを開催し、薬剤師や理学療法士を招いて介護予防のための個別ケア会議
を行った。今年度も開催を予定しており、多職種と連携しやすい環境整備を行っている。

宮城野区全体の介護支援専門員のつどいや、近隣センターとの合同のケアマネカフェの開催時にアンケートを実施し、介
護支援専門員が何を学習したいのか明確にし、資質向上と地域のネットワーク構築を図った研修会を開催している。

ケアマネジャーからのアンケートを基に何が求められているのかのニーズを把握した上で、地域包括支援センターと居宅
介護支援事業所が相談しやすい環境づくりを意識して体制を構築している。頻繁に情報交換や悩み相談などを行うことで
ケアマネジャーが抱える負担の軽減を図れるように支援している。

多問題、処遇困難等ケースについては個別ケア会議を開催し、ケアマネジャー、医療機関、区役所、民生委員、薬局、商
業施設、各専門職等と連携しながらケアマネジャーが一人で抱え込まずに支援できるように努めている。

居宅介護支援事業所のケアマネジャーについて、地域資源の活用に課題があることを踏まえ、事例検討会「総合相談から
始まる事例について」を実施し、総合相談を入り口としながら、地域資源の活用について意識づけを行っている。

近隣包括と合同で介護支援専門員研修会を開催。関わりのある医療機関(薬剤師)や介護保険事業所の管理栄養士にも声掛
けし、事例検討や意見交換を行っている。定期的に交流する機会を設け、顔がみえる関係づくり・相談しやすい関係づく
りに務めている。

包括がケース対応でやり取りした医療ソーシャルワーカーをケアマネ研修の講師として招き、ケアマネジャーと医療ソー
シャルワーカーの連携に向けた取り組みを実施している。地域課題に即した医療機関と積極的につながりを持てるよう意
識している。

顔の見える関係性を維持した結果、圏域外にある病院と連携。病院側も地域の健康課題に関心を持ち、フレイル予防のア
ウトリーチだけでは不十分と認識。骨密度測定や塩分チェックなど、医療機関ならではの支援を通じて、委託や近隣の介
護支援専門員とともに健康寿命の延伸と在宅生活の継続を目指している。
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４ 認知症関連業務

中学校において、新しい認知症観の普及を目的に、職場体験先のグループホーム入居者の生活に焦点を当て、役割や楽し
みを持って生き生きと生活される様子やこれからの希望を語る様子を動画で上映し、ご本人にも登壇いただくことで、認
知症の理解を進めている。

民生委員からの声がけをきっかけとして認知症カフェを立ち上げ、定期的に開催している（月１回）。
認知症の妻を持つ男性介護者が集まる場を今年度から設定。将来的にはピアカウンセリングができるような方が参加者の
中から現れるようになると良いと考えている。

「希望をかなえるヘルプカード」が必要と思われる方に紹介を行い、積極的に意思決定支援に取り組んでいる。認知症カ
フェでは本人・家族が準備・片付けなど、運営に携わり、ご本人が活躍する場の創出にも取り組んでいる。また、認知症
の人が活躍する動画を視聴し、参加者でグループワークを行うなど、新しい認知症観の普及にも取り組んでいる。

行方不明者声がけ訓練を実施（年１回）し、地域住民が認知症の方へ声がけできるような体制および、地域包括支援セン
ターと各事業所の連携を確認・強化できるような体制を整えている。
新しい認知症観の普及啓発のため、当事者の声を地域包括支援センターだよりへ掲載している。

本人や家族の希望を伺いながら、身近に参加・相談できる場所として、認知症カフェやサロン、運動自主グループ、地域
包括支援センターの介護予防教室を紹介する等、介護保険サービスだけでなく、本人に合った参加しやすい社会資源へつ
なげるようにしている。

圏域内にある中学校が協力的で、認知症サポーター養成講座を開催している。生徒たちから率直な意見を聞くことができ
る貴重な機会となっている。
高齢者相談連絡所を各町内会に設置し、個別ケース報告を受けて対応できるプロセスができている。

地域版認知症ケアパスについて、認知症カフェ参加者で意見を出し合い、内容を更新する取り組みを行っている。認知症
カフェには認知症当事者や家族がコアメンバーとして参加し、実施内容へ意見を出したり運営に携わっている。

既存の地域交流の場を活用し、「希望をかなえるヘルプカード」の普及啓発を目的とした説明会を実施している。成果と
して、支援者がカードの存在を知らなくても、カードを見た周囲の人が助けた事例もあり、当事者が所持すること自体に
価値があるとの認識が地域で広まりつつある。
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５ 介護予防関連業務

様々な団体と共催でフレイル予防カフェを月１回開催しており（社会福祉法人、スポーツジム等との共催）、それぞれの
団体の強みを生かしたレクリエーション（お楽しみ会や体操教室等）を行うことで、継続して参加者が楽しみながらフレ
イル予防につながる内容となっている。
アクティブシニア・ボランティアポイント制度を積極的に介護予防自主グループが取り入れ、自主グループへの参加人数
が大きく増えたほか、アプリの導入によりデジタルデバイドの解消にもつながっている。

介護予防教室参加者に実施したイレブンチェックの集計結果や過去の教室アンケート結果、介護予防把握事業で把握した
データをもとに小学校区毎のデータを整理し、教室のテーマ（運動・栄養・口腔・社会参加・認知症）や内容を検討して
いる。また、イレブンチェック等を活用して、フレイル予防の三本柱や各項目の予防ポイントについて各地域で繰り返し
説明を行ってきている。運動や認知症がテーマの教室においても、参加者に発声や口腔体操等も取り入れることでオーラ
ルフレイル予防につながることを説明する等、全てのフレイル予防が関連していることを伝えている。

フレイル予防アウトリーチ支援事業を通して、訪問通所連動型短期集中予防サービス等のサービスに繋げている。

商業施設や病院と連携し、フレイル予防アウトリーチ支援事業を実施、フレイルチェックを通し、参加者のフレイル予防
の意識を高めるだけでなく、地域の通いの場等を紹介して、社会参加の促進につなげている。

圏域の商業施設などにおいて積極的にフレイル予防アウトリーチ事業を開催し、インボディの測定などを通して1日あたり
50～60名程度アプローチを実施できている。
圏域内の小学校の教室を活用するなど、多様なフィールドにおいて介護予防に資する取り組みを行うことができている。

ケアマネジャーがケアプラン作成の際に、インフォーマルサービスの情報を組み込めるように、地域社会資源の見学がで
きるようなチラシの作成を行っている。
地元の高校のグラウンドを高齢者向けに開放し運動の場として提供するほか、午前中は乳幼児向けに開放することで、世
代間交流も視野に入れている。

圏域内の丘陵地に合わせた場所設定や、フレイル予防アウトリーチ支援事業の結果を踏まえ、身体機能が低下している地
域に運動をテーマとした介護予防教室を実施するなど内容設定にも工夫している。

自主グループやサロン等の活動に定期的に出向くだけではなく、運営者から心配な人を聞き取り、支援や関わりが必要な
方を把握している。
介護予防教室や出張相談会、出前講座等の様々な機会を捉えてフレイルチェックや各種測定機器を専門職とともに実施
し、参加者が自分事化し継続的に取り組める活動やサロン・自主グループ等の案内につなげている。

圏域内で催し物が多く、同じ住民がリピートで来ることが多い。そのため今年度の介護予防教室では、J-POPや薬膳を取り
入れた内容を企画し、新規参加者の参加を狙っている。

健康教室（各地区60名ほど）で計測をした参加者のうち、継続希望がある方を対象にその後の健康教室へお誘いし、継続
したデータが取れるよう工夫している。計測→啓発→計測→啓発のサイクルを目指しており、ヘルスデータを収集しなが
ら、地域特性に合わせた介護予防の普及啓発を目指している。
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６ 地域・関係機関との連携・ネットワークづくり

様々な役割を重複して担っている方が地域の中で多く、慢性的な人手不足や人材不足に悩んでいる実情があり、新たな人
材の発掘は難しいととらえているものの、地域のイベントやお祭り等での多世代交流の中で地域における関係性の構築を
地道に行っており、中長期的な社会資源の継続や拡充に向けた取り組みを行っていると言える。

圏域会議の中で、民生委員が見守り安否確認活動を行う際訪問のきっかけが作りにくい高齢者がいる、という課題があ
り、訪問ツールとしての「季節のお便り」作成を支援するなど、地域が力を発揮できるように支援している。

地域の祭りやイベント等に積極的に参加することで地域における地域包括支援センターの役割の周知を図っている。圏域
における金融機関やスーパー、クリニックなどとも頻繁に連携し地域との関係性づくりに取り組んでいる。ボランティア
活動を行う団体の意見交換にも参加し継続に向けてサポートを続けている。

災害時の安否確認に利用できるよう、高齢者台帳作成マニュアルを作成（センター周辺が水害予想地域）。
地域の防災訓練に毎年参加要請があり参加しており、各所との関係構築にもつながっている。

圏域内の地区において、新たな通いの場として令和6年5月に住民主体のサロンを立ち上げた他、大学と連携し、地域づく
りに教授の知見を活用し、学生の地域活動協力を行っている。

令和6年度より各地域の役職者や関係機関、商業施設、行政等が参加する圏域会議を開催。災害時に各町内・地域のイン
フォーマル資源や医療・介護事業者が何を出来、どのような支援が必要か見えるかできていないという課題から、圏域会
議でそれらについて整理し、お互いの顔が見える関係づくりを行っている。

地域の事業所や関係団体とのネットワークを構築し、健康祭りを実施。今年度は市民センター改修中により、市民セン
ター祭りも兼ねて実施。
今年度から市民協働フレイル予防事業に手上げし、地域住民の中で主体的な活動につながる人材発掘を意識的に行ってい
る。

７ 地域ケア会議

個別ケア会議について、業務委託をしている居宅介護支援事業所等へチラシ配布など周知を図っている。認知症で金銭管
理や食事管理が難しく、在宅生活が困難なケースや、こだわりが強い方の在宅生活に支障が生じてきた時の支援のあり方
など、困難ケースの案件が増えてきているため、開催回数が増加傾向にあるが、それぞれ丁寧に対応し、会議を開催して
いる。

個別ケア会議等の開催を通して、関係機関との課題の整理や見守りの重要性、「独居」「孤立」などのキーワードから地
域で取り組めることについて議論を重ねている。

次年度の圏域会議・チームオレンジに繋げるため、個別ケア会議と包括圏域会議との連動性を意識している。
地区社協のコミュニティソーシャルワーカーと連携が取れているため、情報を圏域会議に活かしている。

個別ケア会議で抽出された認知症に関する地域課題について、新しい認知症観の普及啓発のため複数回同様のテーマで圏
域会議を設定している。具体的には、圏域会議に当事者を呼び生の声を伺う等、認知症をわがこととして考えていただけ
るよう地域へ働きかけている。

圏域会議において課題の見える化を図り、児童館等と協力しながら独自の避難地図を作成することで、地域の防災につい
て考える機会としている。

認知症への理解不足を一因とした虐待事例をもとに、対応について議論を深めており、認知症の理解へのハードル下げら
れるように取組みを進めている。
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